
 

【理事長年頭所感】 

新年明けましておめでとうございます。        

  本年もなにとぞよろしくお願いいたします。 

 

特定非営利活動法人日本地域福祉研究所 

理事長 大橋 謙策 

日本地域福祉研究所は１９９４年に創立されましたの

で、本年２５周年を迎えることになります。２５年にわた

り活動を継続できましたのも、所員の皆様をはじめ、関係

市町村、関係社会福祉協議会の皆様の多大なご支援、ご協

力があったからで、改めてこの紙上をお借りし厚く御礼申

し上げます。 

此の間、社会福祉政策は「地域共生社会実現政策」に代

表されるように、地域での自立生活を支援する「地域福祉

政策の時代」になりました。そこで取り上げられ、提唱さ

れている考え方、方法は、当研究所が２５年間、全国各地

の「草の根の地域福祉実践」と深くかかわり、開発し、地

方自治体に提唱してきた考え方、システム、方法と同じで

あり、当研究所の実践が社会的評価を得て、政策に反映さ

れるようになったのだと感慨深いものがあります。そのも

っとも象徴的なことは、コミュニティソーシャルワークと

いう用語、考え方が普遍化してきたことです。 

今や、コミュニティソーシャルワークという用語は、全

国各地の都道府県、市町村の地域福祉実践の場において使

われていますし、その肩書きを使用しての職員の方々も数

多く働いています。また、当研究所自体、１０近くの府県

でのコミュニティソーシャルワークに関する研修を受託

し、主任研究員を中心として養成に取り組んでいます。 

しかしながら、用語はコミュニティソーシャルワークを

使いながら、その内容、実践がコミュニティソーシャルワ

ーク実践とは呼べないのではないかと思えるものがありま

す。 

私は、コミュニティソーシャルワーク実践としては、①

住民のアウトリーチ型ニーズキャッチ機能、②全世代対応

型総合相談機能、③フォーマルサービスに関する有機的・

統合的提供機能、④個別課題対応型のソーシャルサポート

ネットワークづくり機能、⑤個別課題毎にフォーマルサー

ビスとインフォーマルケアとを融合化させる個別支援ネッ

トワーク会議づくり機能、⑥地域に必要な新しいサービス

開発機能が多かれ少なかれ内在していなければいけないと

考えています。 

コミュニティソーシャルワークという用語に惑わされる

ことなく、コミュニティソーシャルワークに求められる機

能が意識されているのかどうか、その機能が発揮されてい

るのかどうかを大切な視点として実践を評価し、深める活

動をしていかなければなりません。 

当研究所も２５周年を契機に改めて“初心”に帰り、コ

ミュニティソーシャルワークを軸にした「草の根の地域福

祉実践」を支援していきたいと思います。それが、超高齢

化社会、「限界集落」問題を乗り越えていく確かな道では

ないかと思っています。 

＃、この５月に刊行予定の『コミュニティソーシャルワ

ークの新たな展開』（中央法規出版）は政策化への経過も

含めて書いてありますので参照してください。 

▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽ 

冬の公開研究セミナー 

「地域社会で安心して暮らせる居住支援とコミュニティソーシャルワークのあり方を探る」報告 

                             副理事長  宮城 孝  

去る12月22日（土）、冬の公開研究セミナーが、「地域

社会で安心して暮らせる居住支援とコミュニティソーシャ

ルワークのあり方を探る」とのテーマで、大正大学を会場

として開催された。参加者は、約110名で、社会福祉協議

会、社会福祉法人、ＮＰＯ、行政、民間企業と多彩な顔ぶれ

であった。 

筆者による趣旨説明の後、法政大学人間社会研究科人間

福祉専攻博士課程 洪 心璐氏による報告① 「全国自治
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体における居住支援協議会の組織形態及び支援機能の動

向」では、社会福祉と住宅施策の歴史的変遷における課題、

全国都道府県・市町村自治体に設置された居住支援協議会へ

の調査結果から、その組織形態及び支援機能の実態や課題に

ついて報告された。 

続いて、社会福祉法人悠々会理事長 陶山慎治氏 居住

支援コーディネーター 鯨井孝行氏による報告②  「地域

から孤独な死を出さないまるごと安心住宅事業の展開」で

は、東京都で唯一居住支援法人として認定された社会福祉法

人であり、東京都のモデル事業を活用し、地域の大家さんの

ニーズを把握しつつ、独力で不動産契約や更新できない独居

高齢者などに代わり、不動産空き物件の契約をし、生活上の

不便や不安を解消する包括的な支援を展開している。その支

援のプロセスや内容をテレビ朝日で放映されたＶＴＲを交え

て報告された。 

報告③では、福岡市社会福祉協議会 地域福祉課事業開

発係係長 栗田将行氏から、「保証人不在や死後事務に取

り組む包括的居住支援とコミュニティソーシャルワーク」

について、保証人を得られない高齢者を支援する「住まいサ

ポートふくおか」、また、葬儀や納骨、家財の処分などの死

後事務委任契約を行う「ずーっとあんしん安らか事業」、空

き家を地域貢献に活用する「社会貢献型空き家バンク事業」

など、地域の潜在的なニーズを掘り起こし、新たな社会資源

の創出に先駆的に取り組んでいる実践報告がされた。 

会場からの質疑応答の後、大橋理事長から、単身化社会を

迎えての居住支援とコミュニティソーシュルワーク実践の意

義などについて総括コメントがなされた。 

本研究所にとって、居住支援の領域で、コミュニティソー

シャルワークのあり方を検討する本格的な企画は初めてであ

り、企画した側にとっても、非常に刺激となる内容であっ

た。コミュニティソーシャルワークの新たな展開として、居

住支援という領域において広げていく意義、そして具体的な

展開方法や内容を考える上で、多くの示唆を得ることができ

た機会となった。 
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地域福祉実践研究半田セミナーからの学び 

半田市社会福祉協議会 前山 憲一

『第24回地域福祉実践研究セミナーin愛知・半田』は、

アイプラザ半田（愛知県半田市）をメイン会場とし、平成

30年８月31日（金）～９月２日（日）の３日間開催されま

した。北は北海道から沖縄県まで全国各地と韓国・在家老人

福祉協会のみなさん50名を含め延べ1,000名のご参加があ

りました。 

セミナーのメインテーマは「０歳から100歳のすべての人

が安心して暮らせる地域づくりをめざして～地域共生社会の

実現にむけた包括的支援体制の戦略～」。半田市が抱える地

域課題を念頭に置き、それを地域住民のみなさんとどのよう

にして解決に導いていくのかを徹底的に考える場となりまし

た。 

日本地域福祉研究所をはじめ多くの関係者の皆様に、改め

て御礼申し上げます。 

初日（8月31日）は、3部構成の大円卓会議を行いまし

た。 

第Ⅰ部は「半田市の取り組みの現状と課題」をテーマに、

半田市内で活動する社会福祉法人、NPO法人から現状と課題

について話題提供されました。 

第Ⅱ部は「包括的支援体制の構築にむけた論点は何か」を

軸に、日本福祉大学や日本地域福祉研究所の先生方が第Ⅰ部

で提示された課題について深堀しました。さらに第Ⅲ部では

「地域共生社会は日本の地域や福祉現場をどう変えていく

か」をテーマに、地域福祉の近未来像をふまえながら、これ

からの地域福祉の展開について、大橋謙策先生、白澤政和先

生、児玉善郎先生から提言がありました。 

2日目（9月1日）は、半田市が抱える「７つの地域課

題」について考えるワークショップを市内各会場で行いまし

た。①ふくし共育 ②防災・減災 ③地縁組織における地域包

括ケアシステム ④医療と福祉の連携 ⑤空き家対策・居住支

援 ⑥総合相談支援と権利擁護 ⑦ファンドレイジングをテー

マとし、あらゆる分野の方たちが立場や住まう地方の枠を越

えて、地域の実情に理解を深め、それに基づいた地域福祉実

践について議論を深めました。夜の部はそれぞれのワークシ

ョップ参加者を中心に交流会を開催しました。 

3日目（9月2日）は、各ワークショップ報告会と、大橋

謙策先生による総括講演により盛会に幕を閉じました。 

3日間のセミナーを通じて、あらためて解決すべき「半田

市の地域課題」が可視化されたこと、その解決に向けてすぐ

に動き出さなければことを実感しました。具体的には、半田

市が高齢・障害・生活困窮等の相談支援事業を半田市社会福

祉協議会に委託して「ワンストップサービス」の体制を敷い

てはいるものの、それが身近な地域（小学校区等）に設置さ

れているわけではなく、“SOSを発信できない人たち”に支

援が行き届いていないのではないか、ということです。地区

社協等の組織化が遅れていることも相まって、「徒歩30分

圏内のよろず相談窓口」（大橋謙策先生）の設置は喫緊の課

題と言えます。 



 

このセミナーでの学びを、第２次半田市地域福祉計画

（2020年～6年間）の策定に活かしていきたいと思いま

す。 

 『第24回地域福祉実践研究セミナーin愛知・半田』の特

徴は、大きく3点あったといえる。 

1つは、地域包括支援体制をどう構築していくかという大

きなテーマに挑んだことである。これからの地域共生社会の

実現にむけて、改正社会福祉法では「地域包括支援体制」

（第106条3）が位置付けられた。まさに「0歳から100歳

の地域包括ケアシステム」である。（ちなみに、この「0歳

から100歳－」というフレーズは、半田市のある知多半島の

NPOが10年前から使っているスローガンである。）しかし

これは厚労省から押し付けられて構築するものではない。住

民に身近な地域から、そのニーズに即して支援のネットワー

クを積み上げていかなければ地域にあったものにはならな

い。そこで「大円卓会議」という手法を取り入れ、半田市の

地域福祉の現状と課題（第1部）を、今日的な政策動向や研

究成果と重ね合わせ（第2部）、そのことが日本全体にどう

いう意義と展望が持てるかを多角的に議論してみる（第3

部）という試みがなされた。 

2つ目は、7つの分科会を、実行委員会により企画・運営

したこと。今回、意識して新しい切り口で分科会に位置付け

たのは、「空き家・居住支援」と「ファンドレイジング」で

ある。全部で7つの分科会の企画、運営を、行政・社協・

NPOによる実行委員会で担当し、何度も会議を重ねて、事例

報告から当日のファシリテーション（懇親会の幹事まで）ま

で、アドバイザーと調整をしながら進められた。日常の業務

に加えての準備はさぞ大変だったと思うが、職員の皆さんか

らは「自分たちの実践を振り返り、どう参加者に発信してい

くか、また何を深めてほしいかを議論できた。そのうえで当

日は多くのアドバイスをもらうことができ、力をつけること

ができた」という感想をいただけた。 

3つ目は、日本地域福祉研究所と日本福祉大学が協働して

参画したこと。現在、地元にある日本福祉大学は、ニッセイ

財団からの助成を受け、このテーマについて現場との共同研

究を進めている。そこで本セミナーでは共催として関わらせ

ていただき、各ワークショップに研究所のアドバイザーと共

に参加することができた。半田市のみならず、日本福祉大学

としてもこのセミナーを通して多くのことを学ぶことができ

た。 

いずれにしても、全国から1000人もの方が参加していた

だき、ともに考えあう刺激的な空間と時間を、半田で開催で

きたことを心から感謝している。 

 

（日本福祉大学/研究所理事 原田正樹）

*************************************************************************************************** 

今年度の研究所の諸事業、おかげさまで順調です 

理事・事務局長  髙橋 信幸 

 今年度もあと1ヶ月余りで終わり、新しい年度（“○○

元年度”と言うのでしょうか）をまもなく迎えます。研究

所の諸事業は、独自事業も受託事業もおかげさまで大変順

調に展開されてきました。これもひとえに、研究所所員の

皆様、地域福祉の一層の充実に奮闘されている全国の社会

福祉協議会、社会福祉法人、各種団体の皆様の研究所への

支えの賜物と感謝しております。 

 近年は、研究所の総会、春の公開研究会、冬の公開セミ

ナーとも、大正大学の教室をお借りして開催するようにな

って来ました。これも、毎回100人を越える方々がご参加

いただけているためで、本当に心からお礼を申し上げま

す。今年度の春の公開研究会は、5月19日でした。テーマ

は、「障害のある人の労働的自立と地域社会生活支援」で

した。12月23日の冬の公開研究セミナーも会場を同じ大

正大学とし、「地域社会で安心して暮らせる居住支援とコ

ミュニティソーシャルワークのあり方を探る」をテーマ

に、非常に濃い中身で開催することができました。 

 第24回目を迎えた地域福祉実践研究セミナーは、愛知県

半田市社会福祉協議会を中心とした実行委員会が当研究所

とともに主催し、「0歳から100歳のすべての人が安心し

て暮らせる地域づくりをめざしてー地域共生社会の実現に

向けた包括的支援体制の戦略―」と題し、半田市社協の前

山氏のレポートにもありますように、韓国からの参加者も

含めて述べ1,000人の参加を得て開催されました。 

 また、例年のように、全国の行政や社会福祉協議会から

たくさんの計画づくりの委託を受けています。ＣＳＷ研修



では、研究所が東京で行っている研修で、この2月9・10

日の両日で２３人の受講生の皆さんがStep2の研修を終

え、大橋理事長から修了証を授与されました。全国的にも

多くの県社協などからＣＳＷ研修の委託を請け実施してき

ているところですが、残念ながら愛媛県社協の研修につい

ては夏の豪雨災害のために今年度は中止となってしまいま

した。 

 研究所ではこれらの諸事業のほかに、年に2回、雑誌

「コミュニティソーシャルワーク」を発行し、昨年12月に

は22号を数えるに至りました。また、「福祉教育・ボラン

ティア学習学会」の事務局の仕事も受託しています。 

 これらの様々な仕事がうまく展開していることを皆様に

ご報告し、引き続いてのご支援をお願い申し上げます。 
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◆ 2019年度総会・春の公開研究会のお知らせ 

新しい2019年度の研究所総会と、恒例の春の公開研究

会の日程・内容がほぼ固まりました。正式のご案内は参加

申込書や総会委任状などとともに 4月早々にお送りいたし

ますが、今から皆様のスケジュールに入れておいてくださ

るようにお願いいたします。（事務局） 

＜研究所総会＞ 

 日時 5月 19日（日）午前 11時〜12時 

 会場 大正大学553教室（教室番号は予定です） 

（地下鉄西巣鴨駅すぐ） 

 議題 2018年度事業報告、決算 

    2019年度事業方針、予算 

    理事・監事の改選 

＜春の公開研究会＞ 

 【日時】 5月 19日（日）午後 1時30分〜5時 30分 

 会場 大正大学553教室（教室番号は予定です） 

（地下鉄西巣鴨駅すぐ） 

 【テーマ】 市町村における子育て支援システムと要保 

護児童問題の現状及び課題 

 【コーディネーター】 大橋 謙策 当研究所理事長 

 【シンポジスト（予定）】 

・金子 恵美 氏（日本社会事業大学教授） 

・梶野 光信 氏（東京都教育庁地域教育支援部  

主任社会教育主事） 

・千葉 茂明 氏（目白大学教授・社会福祉法人 

東京育成園理事長） 

【学術研究報告】 

 「ケアリングコミュニティの哲学的・思想的研究」 

大石 剛史 氏（国際医療福祉大学準教授） 

 

◆ 今年は、沖縄県浦添市で開催です！  

第２５回地域福祉実践セミナー 

 沖縄県浦添市は沖縄本島中部に位置し、那覇市のベット

タウンとして急激に人口が増加、商工業都市・住宅都市と

して成長を遂げています。その昔、浦添は琉球王朝の首都

であったときの王（英祖王）の父親が太陽であったという

伝説から、それにちなんで｛太陽の子ども｝を意味する

「てだこ」のまちともいわれています。また浦添市では、

2005年に第11回地域福祉実践セミナーを開催しており、

今回で2回目の開催となります。そのかん浦添市では、地

域福祉計画・地域福祉活動計画の共通理念であり推進テー

マでもある、コミュニティソーシャルワークの手法によ

る、地域住民が主体となった地域福祉活動の推進に取り組

んできています。 

２泊３日の長丁場となりますが、こちらも是非皆様の日

程に入れておいてくださるようにお願いいたします。詳細

は４月頃に研究所HPに掲載します。（事務局） 

【期日】 ２０１９年８月２９日（木）〜３１日（土） 

【開催地】 沖縄県浦添市 

【テーマ】 誰もが安心して暮らせる福祉のまちづくりを

めざして ― 十人十色の隙間をうめること

が地域共生社会さぁ～まかるよねぇ～ 

【プログラム（予定）】 

  １日目 全体会・座談会・シンポジウム 

松本浦添市長、池村浦添市医師会長、矢野琉球大学法

科大学院教授などの登壇を予定。 

コーディネーター 大橋謙策理事長 

  ２日目 ワークショップ 

全体テーマに関わる７つのワークショップを予定。ア

ドバイザーは、沖縄県内の大学教員と当研究所の研究

者の各1名ずつで担当の予定。 

  ３日目 ワークショップ報告と総括講演 

 総括講演は当研究所大橋謙策理事長 
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